
海
事
産
業
群（
海
事
ク
ラ
ス
タ
ー
）

56

海
事
産
業
群（
海
事
ク
ラ
ス
タ
ー
）

57

SHIPPING NOW 2026-2027／データ編 SHIPPING NOW 2026-2027／データ編

海事産業群（海事クラスター）
わが国海事産業群の構成1

わが国海事産業群の規模2
海事産業群全体の付加価値額は4兆4,471億円、生産額は11兆6,662億円、従事者数は中核的海事産業で約21万人。
（総務省令和2年（2020年）産業連関表 取引基本表及び雇用表に基づく推計） 

海運業は、造船業及び舶用工業とともにわが国海事産業群の中心的存在。
作成：（公財）日本海事センター

作成：（公財）日本海事センター

関連産業

隣接産業等

中核的海事産業

中核的海事産業以外

出典：国土交通省海事局

わが国の海運業と造船業等の相関図3
日本の海事産業群は、海運業と造船・舶用工業の強い結びつきが中心となっている。

海 運 業

船　員

関連産業・隣接産業

付加価値額（億円）

生　産　額（億円）

従 事 者 数 （人）

6,976

23,192

83,702

8,021

40,211

59,920

8,918

14,461

69,453

20,556

38,798

216,582

44,471

116,662

429,657

全　　体
中核的海事産業

造船業 海運業 港湾運送業

※ONE（日本郵船、商船三井及び川崎汽船の定期コンテナ船事業の統合会社）含む。

7.9

2,277

178

産業規模（兆円）

運航隻数（隻）

事業者数（事業者）

1.58

7,158

3,553

内　航　2.9万人
　　　　　　（2025年10月時点）

外　航　日本人0.2万人
　　　　　　（2025年10月時点）

　　　　外国人5.4万人
　　　　　　（2025年7月時点）

（独）海技教育機構
●座学（8校 定員405人※）
●乗船実習（練習船5隻）

商船系大学・高専
●座学（7校 定員360人）

船員の育成

安定的な
供給

約82％が
日本関係船舶※

船舶の
約69％を
国内調達※

外航※
（2024年度）

内航
（2024年度）

造船・舶用工業

※1 外国人技能者を含む。　※2 舶用工業は2025年の数字。

※ 2025年竣工船
　（隻数ベース）
　

造船業
（年 度）

舶用工業
（暦 年）

8.2

3.1

約900

3.5

1.1

約700

従業員※1（万人）
（2026※2）

（2024）
産業規模（兆円）

（2025）
事業者数（事業者）

産業連関表における「船舶・同修理」を造船業、「外洋輸送」及び「沿海・内水面輸送」を海運業、「港湾運送」を港湾運送業としている。
これらの産業と取引がある他産業全てを関連産業・隣接産業とし、各産業との取引シェアに応じて海事産業群関連分を推計している。

（注）

※４級養成課程に係る定員

（2026年4月時点）

海上自衛隊 海上保安庁 海洋開発 調査研究マリン
レジャー

海洋土木
（浚渫等） 漁業、水産

金　融

公　務 法　務

人材派遣

 船舶関連部品・
部材供給 倉庫・物流 商　社

損害保険 大学、商船高専
等教育機関

ブローカー・
コンサルタント

船舶管理

船舶修繕

港湾管理 舶用工業

港湾運送

造船業

船　級

水運サービス
（水運施設管理等）

水運管理
（水路情報提供等）海運業

港・ターミナル

その他非鉄金属

家　電

穀　物

製紙・パルプ

卸売・小売

自動車

鉄　鋼

石　油

電力・ガス
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海事産業群（海事クラスター）
わが国海事産業群の構成1

わが国海事産業群の規模2
海事産業群全体の付加価値額は4兆4,471億円、生産額は11兆6,662億円、従事者数は中核的海事産業で約21万人。
（総務省令和2年（2020年）産業連関表 取引基本表及び雇用表に基づく推計） 

海運業は、造船業及び舶用工業とともにわが国海事産業群の中心的存在。
作成：（公財）日本海事センター

作成：（公財）日本海事センター

関連産業

隣接産業等

中核的海事産業

中核的海事産業以外

出典：国土交通省海事局

わが国の海運業と造船業等の相関図3
日本の海事産業群は、海運業と造船・舶用工業の強い結びつきが中心となっている。
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船　員

関連産業・隣接産業
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14,461
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38,798

216,582
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116,662

429,657

全　　体
中核的海事産業

造船業 海運業 港湾運送業

※ONE（日本郵船、商船三井及び川崎汽船の定期コンテナ船事業の統合会社）含む。

7.9
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178

産業規模（兆円）

運航隻数（隻）

事業者数（事業者）

1.58

7,158

3,553

内　航　2.9万人
　　　　　　（2025年10月時点）

外　航　日本人0.2万人
　　　　　　（2025年10月時点）

　　　　外国人5.4万人
　　　　　　（2025年7月時点）

（独）海技教育機構
●座学（8校 定員405人※）
●乗船実習（練習船5隻）

商船系大学・高専
●座学（7校 定員360人）

船員の育成

安定的な
供給

約82％が
日本関係船舶※

船舶の
約69％を
国内調達※

外航※
（2024年度）

内航
（2024年度）

造船・舶用工業

※1 外国人技能者を含む。　※2 舶用工業は2025年の数字。

※ 2025年竣工船
　（隻数ベース）
　

造船業
（年 度）

舶用工業
（暦 年）

8.2

3.1

約900

3.5

1.1

約700

従業員※1（万人）
（2026※2）

（2024）
産業規模（兆円）

（2025）
事業者数（事業者）

産業連関表における「船舶・同修理」を造船業、「外洋輸送」及び「沿海・内水面輸送」を海運業、「港湾運送」を港湾運送業としている。
これらの産業と取引がある他産業全てを関連産業・隣接産業とし、各産業との取引シェアに応じて海事産業群関連分を推計している。

（注）

※４級養成課程に係る定員

（2026年4月時点）

海上自衛隊 海上保安庁 海洋開発 調査研究マリン
レジャー

海洋土木
（浚渫等） 漁業、水産

金　融

公　務 法　務

人材派遣

 船舶関連部品・
部材供給 倉庫・物流 商　社

損害保険 大学、商船高専
等教育機関

ブローカー・
コンサルタント

船舶管理

船舶修繕

港湾管理 舶用工業

港湾運送

造船業

船　級

水運サービス
（水運施設管理等）
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